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概 要
本研究では、成熟した企業社会におけるシニア人材の積極活用という観点から、「45 歳以上のシニア
従業員が如何に会社に対して所属意識を抱きつつ、生産的かつ積極的な活動に従事できるか」という課
題を設定し、定量的な調査データとその分析を基に上記課題に対する一定の指針を導き出すことを目的
としている。具体的には、会社での地位・役職の状態、業務的な役割状態、キャリア等の認識等に対し、
組織と個人の関係性を PIS（Perceived Insider Status）という概念との関連性から分析し、シニア従
業員の PIS を如何に高められるかについての手法を提言することを試みる。
PIS は「組織内ステータスの自己認知」と訳されるが、自らが所属する組織において、自分自身が「内
側にいる」と感じる自己認知指標である。先行研究では PIS が高まることで「対業務・対組織・対人間」
に対してポジティブな効果が得られることが確認されており、組織内での従業員の高い行動的な成果を
予測する重要な指標として近年注目されつつある。
まず、PIS に対して組織内での状態（地位・役職、権限）を先行要因と考え、組織内で公的な地位・
役職が低い、または権限が小さい場合には、PIS が相対的に低くなると仮定した。更に、通常の役職に
かかわる業務以外の何らかの「役割（社内委員会の委員等）」の付与が PIS を高めることも合せて仮定し
た。最後に、上記 4 変数の先行要因と PIS の関係は、「役割明確性」及び「キャリアの一致度」などの諸
要因によって調整されると仮定し、シニア人材の PIS を高める条件要因の検討も試みた。
その結果、シニア人材が人事権を有していると、PIS が高まることが確認された一方、役職が高い、
権限知覚が強い場合はむしろ PIS が低下する結果が明らかとなった。また、「役割」の有無自体は PIS
に影響を与えないが、設定したいくつかの調整要因と組み合わさることによって影響が発生することが
分かった。具体的には、シニア人材が組織からの期待を感じる、また自身のキャリア感と一致している
と、「役割」を持つ社員は PIS が高まるが、逆の条件下では PIS が下がることが分かった。更に、調整変
数として設定した「役割明確性」・「キャリア一致度」は PIS を直接的に高める影響を示していた。
以上の結果から、シニア人材の PIS を高めるには、（1）「適切な役割を与える」に加え、（2）「MBO 等
を利用して役割を明確に伝える」、「本人のキャリアステップを理解し可能な範囲で調整をする」等の職
場・組織からの働きかけも重要であることが示唆された。尚、当初仮定していなかったが新たに発見さ
れた興味深い事実として、「地位・役職」の上昇は反って PIS を下げるという実証結果である。役職の上
昇と共に周囲のメンバーに対する役割意識の変化が生じる。特に課長職においては管理職のファースト
ステップと位置付けられるため、それが顕著に起こっていると考えられた。
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3１．目的・課題意識
日本の正規労働者市場は、45 歳以上のシニア人材が全体の約 40%を占めている。そ
のシニア人材層は日本の高度経済成長期に就職をしているが、当時の日本は終身雇用
制度が一般的であったため、その人材が企業に入社してからは「終身雇用によるゼネ
ラリスト育成システム」によって社会・企業の中で教育を受けてきた。
その反面、日本経済は 1990 年代以降の長期デフレから様々な産業が成熟・低成長に
あえいでおり、加えて“技術革新の速さ”と“激しい企業競争”に多くの企業・従業
員がさらされている。このような状況に対し、「過去からの職業習熟や育成システム」
と「市場から求められるスキル要件」に乖離が生じ始めているが、特にシニア人材に
おいては長らくの経験、仕事の進め方が身についているため自身の力でその乖離を埋
めることが難しく、社会・会社に適応することが困難になっていくことが社会課題に
なりつつある。
従来の終身雇用制度においては、人材は年齢の上昇とともに地位・役職が上がり、
自身の役割は現場最先端の作業者から作業者を統率する管理者へと変化していく。そ
の中において、従来の教育によって培われたゼネラリスト的能力によって従業員の管
理や部門間・会社間の調整・交渉に勤しむことで活躍をするこができる。そこでは多
くの同期間の競争も発生していたが、企業の成長とともに多くの地位・役職が用意さ
れることでシニア人材は活躍の場を得ることができた。
しかし、現在の成熟した低成長社会・低成長企業では組織が拡大・新設されにくく、
現職の管理職がいなくなる、もしくは組織変革等が行われない限り地位・役職が増え
ることはない。その為、従来のゼネラリスト育成システムにて教育を受けてきたシニ
ア人材に対して、地位・役職を上げるという手段によって活躍の場を用意することは
難しい。そのような社会・企業の状況であったとしてもシニア人材は経験・知識が豊
富であるため、社会・企業にとって貴重な労働力であることは間違いない。そのため
にも企業では、シニア人材に会社・組織への所属意識を感じてもらい、社会的活動を
活発化して欲しいと考えている。また、シニア人材にとっても地位・役職にかかわら
ず所属企業において活躍することができなければ人員整理の対象となってしまう。
多くの従業員が地位・役職が上がっていく社会から、多くの従業員にとって役職が
上がらない成熟社会・企業を前提としたときに、シニア人材は地位・役職を上げる以
外に、どのような方法・考え方でその能力を発揮し、会社に対する所属意識を高めて
いくのだろうか。所属意識を高められなければ、勤怠が不安定になるだけではなく、
会社に対して非生産活動を行い企業成長の更なる妨げる可能性がある。
本研究においては上記のような課題意識に対して、会社での地位・役職の状態、業
務的な役割状態、キャリア等の認識等に対し、組織と個人の関係性を PIS（Perceived
Insider Status）という指標を通して分析・説明し、PIS を高める手法について提言す
ることが目的である。PIS は「組織内ステータスの自己認知」と訳されるが、自らが所
属する組織において、自分自身が「内側にいる」と感じる自己認知指標である。PIS
が高まることで「対業務・対組織・対人間」に対してポジティブな結果が得られると
いう先行研究をもとに、PIS が高まる＝所属意識が高まり会社にとって生産的な・積極
的な活動をとってくれるということを前提としている。
4２．概念整理
2.1 PIS（Perceived Insider Status）
PIS（Perceived Insider Status）は“組織内ステータスの自己認知”と訳される。
PIS は Stamper & Masterson（2002）により提唱された比較的新しい経験をもとにした
概念であるが、その概念は「自らが所属する組織において、自分自身が“内側にいる”
と感じる自己認知」の状態を表すものである。
雇用関係を表現する先行的な研究としては、雇用関係は単純な経済的な交換の合意
を超えることが出来るという推定に基づく Blau（1964）の社会的交換理論（Social
exchange theory ） や 、 Gouldner （ 1960 ） の 往 復 運 動 の 約 束 （ the promise of
reciprocation）などがある。社会的な交換の下では、従業員は関係性の信頼感
（Rousseau,1998）に頼り、その信頼感によって将来的な報酬への期待を抱き、仕事に
求められる努力を超える貢献を果たしてくれるとされている。
それまでも多くの研究者らによって、雇用関係を論じる際に、内部者-外部者という
区分が使用されてきたが、従業員の組織的な内部者としての状態の認識を直接的に評
価する経験的な研究は存在していなかった。
組織の内部者-外部者という検討において、組織の内部者-外部者を評価するために
区分を作る一つの方法は、2 つのグループに異なる報酬もしくは誘因を与えることであ
った。たとえば、常勤者はパートタイム従業員よりも組織からの報酬、教育、昇進機
会を手に入れる傾向がある（Hipple,1998）。
誘因と貢献理論（March & Simon,1958）に基づいて、上記のような常勤者はパート
タイム従業員（機会を受け取らない労働者）よりも、多くの仕事と努力で貢献するた
めの義務を負っているように感じるべきであった。この誘因と貢献のサイクルが続く
とき、幾ばくかの従業員が組織の内部者としていっそう貴重であり、その他の従業員
は組織の外部者として消耗品であるという認識をもたらし、労働者の取り扱いで差異
が作られる。
これは組織が、組織に対する利益貢献としてのリターンを期待できる従業員に投資
（教育、昇進）を行うことを論ずる人的資本理論（Becker,1964）に類似している。
これらの検討により、組織の内部者と外部者の区分を進めたい組織にとっては、報
酬・教育・昇進などの誘因を特定の従業員が内部者であることを認められたというサ
インとして送るために使用することが出来る。逆に、それらの誘因を受け取れない社
員は外部者であると気付かせるものになる。
内部者ステータス認識における相違を作るもう１つの方法は、組織的な社会化プロ
セスを通してである。最初の雇用エントリープロセスの間に、組織がどのように従業
員を扱うかにおいて、労働者は意見を形成する可能性が高い。組織に対して新人とし
て入る場合、新人の雇用主との関係性に関する認識は極めて柔軟なものであり、また、
組織による初期の形式（授与式など）のような社会化の要因によって印象付けられる。
しかし、これらのように内部者-外部者の区分を行ったとしても、従来の研究におい
ても直接的に従業員の内部者としての認識を検討したものはなかった。
Stamper & Masterson（2002）によると PIS に対して類似している概念に LMX がある。
LMX は管理者と従業員の間の関係の特質（Graen & Scandura,1987）を示し、管理者が
5部下を初期の仕事でグループの内側・外側と取り扱う癖があることが論じられてきた。
そこでは従業員が同じ責任を持ち、同じ仕事を実行するが、従業員は管理者からの差
別的な扱いを経験することによって、自身が内部者あるいは外部者であると感じるこ
とが出来る。
これと同じ方法で、従業員が、同じ仕事と責任を持っていたにもかかわらず、組織
との差別的な関係に基づいて組織の中でグループ内外の状態の感情を経験することが
できる。そして、その内部・外部の感じ方の指標である PIS は組織の中で内部者ステ
ータスのこの認識の基準として提案された。
PIS は LMX は 2 つの部分で異なる。LMX ではリーダーとメンバーの間のやり取りは 2
人の間であるが、PIS は従業員と組織の間の関係についての認識であること。次に、LMX
は従業員と上司の関係性としての一般的な指標であり、従業員と組織レベルにおける
POS（Perceived organizational support）同等に扱われるが、それに比べて PIS は、
内部者ステータスの感情を測定することができること。
その為、PIS は従業員が組織的な内部者のように感じる程度としての新たな従業員
関係を表現している。
Stamper & Masterson（2002）においては、PIS が高いという先行要因に対して、「組
織サポート知覚（Perceived Organization support）」の向上と、「利他主義（Altruism）、
生産逸脱（Production deviance）」の低下という結果要因が見受けられた。また、そ
れ以降にも PIS の研究は複数名の研究者によって進められてきた。
Wang & Kim(2013)らの研究では、PIS が高い従業員は「業績成果（task performance）」、
「社会的振る舞い（Social integration）」の結果が高くなる傾向が分かった。また、
Lapalme, Stamper, Simard & Tremblay（2009）らによって、「組織的な感情のコミッ
トメント（Organizational affective commitment）」、「人と人の間の振る舞いの促進
（Interpersonal facilitation behaviors）」にもポジティブな結果が見受けられた。
また、シニア人材を調査対象とした Armstrong-stassen & schlosser（2011）において
は「残留意志（Intention to remain）」にもポジティブな影響を与えていた。
逆に PIS に対する先行指標として「手続き的な公平性（Procedural Justice）」、「人
と人との関係の公平性（Interpersonal Justice）」という組織からの取り扱われ方が
ある一方、「積極的な社会的振る舞い（Proactive socialization behavior）」、「率先
した個性（Proactive personality）」のような個人の性質によるものも見受けられた。
ただし、PIS は人種・性別・年齢との関係性は認められていない。また、先行研究にお
いては、「派遣社員」・「契約社員」のような組織において“外側”とみなされやすい人
材や、新入社員のような新たに組織に加わる人材を対象としたものが多かった。
なお、PIS という概念には対象の「組織」の定義が明確に置かれていないため、本研
究においては「部」を対象として PIS、並びに他要因の関係性について調査を行った。
ここでの「部」とは、「部長（部長に準じる組織長）が統括する組織であり、内部はい
くつかの課（課に相当する組織）に分割され、その課ごとに課長（課長に準じる組織
長）が統括する組織形態を指す）。」と定義し、事業部制における「事業部」とは別の
概念であることを調査対象者にも認識をさせて調査を実施した。
62.2 自身の権限知覚
自身の権限知覚は、Seeman（1959）に定義された無力感（Powerlessness）をベース
としている。Seeman によると、無力感とは「個人の行動によって発生させることが出
来ない結果への期待」と定義づけされる。労働環境の中で従業員が任務と毎日の仕事
（Aiken & Hage,1966）の中で、仕事の自律性の欠如を感じるときに無力が存在すると
仮定された。その後、研究者らによって、従業員の無力感の認識は労働環境について
のコントロールの欠如から生じること（Ashforth,1989）、それにより自己効力感
Self-efficacy）が低くなること（Kohn,1976）、自尊心（Self-esteem）が低くなり自
律性（Diminished sense of autonomy）と責任感（Responsibility）の衰えが示唆さ
れている。
2.3 キャリア一致度
本人のキャリアの志向と会社の志向の一致度について Cherlyn（1987）によって「個
人のキャリアプランと組織的なキャリア管理のマッチング」として検討がされている。
個人と組織のキャリアの一致度の高まりにより、「組織に対する満足感（Satisfaction
with Organization）」・「キャリア成功の見通し感（Perceived Prospects for Career
Success）」が高まり、更に「他のキャリア選択肢の検討（Search for external
alternatives）」が弱まることが示唆されている。
2.4 役割明確性
組織が本人に与える「タスク・ミッション」の明確性について、Rizzo, House＆
Lirtzman（1970）によって“役割葛藤”と“役割曖昧性”の尺度が提示されている。
これらの役割に関する 2 つの概念を定義した Kahn（1964）によると「役割曖昧性（role
ambiguity）」は「組織における個人の役割情報の入手可能性の高さは、個人の適応と
精神的な健全さに重要な意味を持つ」としている。これを受けて Rizzo らは「個人行
動の結果予測可能性」・「行動レベルの役割要求の存在、明確さ」という 2 つの観点よ
り「役割曖昧性」の尺度を構築した。Rizzo らによって「職務不満足感」との間に相関
関係が見いだされ、「職務上の不安」・「離職意図」とも弱い相関関係が見いだされてい
る。金井・若林（1998a）は Rizzo らの尺度にて日本企業の職場についての検討を行い、
“役割曖昧性が高いと個人の積極的、あるいは前向きな感情や行動を阻害している可
能性があり、職務不満足・離職意図・やりがい満足度の低下を招く”ことを指摘して
いる。
本研究においては役割曖昧性の質問項目を使用して「役割明確性」として分析を行
った。
7３ 仮説
当研究においては、「地位・役職が上がらない成熟社会において、従業員は地位・役
職を上げる以外に、どのような方法・考え方で会社に対する所属意識を強めていくの
だろうか。特に、45 歳以上の社員がどのようにすれば会社に対して生産的な・積極的
な活動ができるだろうか。」という問を設定している。この問に答えるために 3 つの仮
説を置き、仮説を検証していくことで最終的な提言に結び付けたい。
3.1 組織内ステータス（状態）が PIS に与える影響
まず、検討の前提として、PIS に対して「組織内ステータス（状態）」が先行要因と
して正の影響を与えるという仮説を設定した。これは、組織に対する影響力の拡大が
組織の一員・内側であるという認知指標である PIS を高めると考えた。
本研究における組織内ステータスとは「地位・役職：組織から与えられた明示的役
職」と「権限：組織に対して発揮できる影響力」と設定して検討を行った。更に、権
限は「人事権（自身のメンバー等に対する評価・異動の提案権限）」と「自身の権限知
覚」の 2 つとした。いずれもステータスが高い場合には、組織の中において管理的役
割に移行し、影響力が強まるため PIS が相対的に高まる。逆に、ステータスが低いと
被指導的立場であり、組織への影響力が弱まる為、PIS が相対的に低くなると仮説を置
いた。したがって、以下の仮説が設定された。
仮説 1：シニア人材の組織内ステータス（状態）が高まると、PIS が高まる。具体的
には、彼・彼女らの公的な「役職」（仮説 1a）、「人事権」（仮説 1b）、及び「権限知
覚（仮説 1c）が高まると、PIS が高まる。
3.2 役割付与が PIS に与える影響
次に、地位・権限が上がりにくい成熟した社会の中で、地位・権限が上がらずにど
のようにして PIS の向上ができるかを検討した。その一つとして、組織からの明示的
な地位・権限は与えられていないものの、通常の役職以外の何らかの「役割」の付与
によって、所属組織からの期待を感じて PIS が高まる可能性がある。そこで本研究に
おいては、被験者に「役職とは異なる何らかの役割の有無」を確認し、本人にとって
の役割有無の認識を確かめた。その際、「役割」という言葉にはあえて詳細の定義は置
かずに「所属する組織の中で周りからも認識されている「役職とは異なる特別な役割」
があれば教えてください。（ex.教育係、品質向上委員、横断プロジェクト窓口担当等）」
とだけ質問を行った。実際の役割有無に関わらず、本人が自身の業務に「役職とは異
なる役割」と感じる業務があると認識をするかどうかが重要であると考えた為である。
したがって、以下の仮説が設定された。
仮説 2：シニア人材に役職以外の「役割」が付与されると、PIS が高まる。
83.3 先行要因と PIS との関係に影響する調整要因
最後に、その他の要因についても検討を行った。特に、先行研究ではまだ検討され
ておらず、且つ、本人と組織の 2 者間の関係性を示す要因を複数選択した。
まずは、従業員のキャリア志向についての仮説を置いた。従業員と組織の「キャリ
アの一致度」が高いことは PIS に好影響を与えると仮定した。本研究では 45 歳以上の
シニア人材が対象となるため、多くの人は 20 代・30 代に組織のキャリア期待と自身の
キャリア期待についてのキャップについては感じてきていると考えられる。その結果
として、組織と自身の期待のギャップが少ないほうが、組織における一員としての認
識が強いと考えられる。
次に、「役割明確性」を要因の一つとして選択した。組織から与えられる業務に対し、
役割が明確であるほど、組織の中での自身の立ち位置を把握し、組織にとっての自身
の重要性を感じることができる。それによって、組織に対して一員であり、内側にい
ると感じて PIS が高まると仮定した。先行要因の「地位・役職」・「権限」・「役割」は、
本人と周囲の人との直接的な関わりとなるため、PIS に対し直接的な影響を及ぼすと仮
定をしているが、「役割明確性」・「キャリアの一致度」は本人の志向にも関わるもので
あるため、PIS には間接的に影響を及ぼす（調整要因）と仮定した。したがって、以下
の仮説が設定された。
仮説 3：組織内ステータス（役職、人事権、権限知覚）及び「役割」付与と PIS との
仮説化された正の関係は、シニア人材の「キャリアの一致度」（仮説 3a）及び「役割
明確性」（仮説 3b）により調整される。すなわち、組織内ステータス及び役割が PIS
に与える正の主効果は、シニア人材の「キャリアの一致度」（仮説 3a）及び「役割明
確性」（仮説 3b）がそれぞれ高い場合に、より強い効果を発揮するだろう。
以上の 3 つの仮説の検証を行うため、以下のモデルを想定した。当研究では重回帰
分析によって、従属変数である PIS に対するそれぞれの要因の関係性を検証する。
図 3.3.1 本研究における初期仮説モデル
役職
人事権
自身の
権限知覚
役割
役割
明確性
キャリア
一致度
PIS
(Perceived
Insider Status)
先行要因 調整要因 結果要因
役職への
期待
役割への
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9４．方法
4.1 サンプル
本研究では、インターネットで被験者を募りサーベイを実施した。調査対象は従業
員 1,000 名以上の内資系民間企業（外国資本が 3 分の 1 未満）に正社員で雇用されて
いる 45 歳から 65 歳の事務系職種人材（営業職・企画職・管理部門職種）とした。事
前の調査で対象を絞り、本調査で 311 件の回答を得ることが出来た。調査対象の特性
は表 4.1.1 から表 4.1.8 の通りである。
年齢・性別について、45 歳～54 歳、55 歳～64 歳の年齢と男女比を総務省統計局に
おける労働力調査の正規社員人数の存在比率と同等とした。その結果、サンプルは男
性が 72.3%、女性が 27.7%であり、全体の平均年齢は 52.3 歳となった。
また、本研究の重要な関心要因である「役職」については「役職無し 25.1%」、「班長・
係長・主任・チームリーダークラス 23.5%」、「課長代理・課長補佐クラス 7.1%」、「課
長クラス 25.4%」、「部長・次長クラス 19.0%」であり、役職無しが 25.1%と比較的少な
くなった。存在比率について、インターネットサーベイという手法も影響している可
能性も否定できないが、本研究の対象が 45 歳以上のシニア人材であることも強く影響
していると考えられる。
調査対象者の組織内での状態を表す「役割の有無」・「人事権の有無」について、107
名が役割を認識しており、104 名が人事権を持っていると答えた。
企業への平均勤続年数は 11.6 年と比較的短いが、30 歳未満から現在企業に勤めてい
る人が 74.6%であるため、多くのサンプルは新卒入社、もしくはその後転職してからの
長期間就労であることが特徴的であった。
なお、今回の PIS の対象組織とした「部」について、組織規模として 67.2%が 50 名
未満、80.4%が 100 名未満であったが、一部 500 名以上という大規模な部に所属する人
も見受けられた。また、部の役割として営業販売が 28.6%と多く、人事・総務 18.0%、
その他 11.9%、経営企画・管理、事業企画 9.3%の順番で多かった。
表 4.1.1 年齢・性別
表 4.1.2 所属企業規模
度数 パーセント
男性 女性 合計 男性 女性 合計
45歳～54歳 140 55 195 45.0% 17.7% 62.7%
55歳～64歳 85 31 116 27.3% 10.0% 37.3%
合計 225 86 311 72.3% 27.7% 100.0%
度数 パーセント
1,000～1,999名以下 70 22.5%
2,000～2,999名以下 37 11.9%
3,000～3,999名以下 24 7.7%
4,000～4,999名以下 14 4.5%
5,000～5,999名以下 16 5.1%
6,000～6,999名以下 2 0.6%
7,000～7,999名以下 9 2.9%
8,000～8,999名以下 11 3.5%
9,000～9,999名以下 4 1.3%
10,000名以上 124 39.9%
合計 311 100.0%
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表 4.1.3 役職
表 4.1.4 役割の有無 表 4.1.5 人事権の有無
表 4.1.6 現在企業の入社年齢
表 4.1.7 所属する「部」の人数
表 4.1.8 所属する「部」の役割
度数 パーセント
役職無し 78 25.1%
班長・係長・主任・チームリーダークラス 73 23.5%
課長代理・課長補佐クラス 22 7.1%
課長クラス 79 25.4%
部長・次長クラス 59 19.0%
合計 311 100.0%
度数 パーセント 度数 パーセント
無し 204 65.6% 無し 207 66.6%
あり 107 34.4% あり 104 33.4%
合計 311 100.0% 合計 311 100.0%
度数 パーセント
～21歳 61 19.6%
22～29歳 171 55.0%
30～39歳 30 9.6%
40歳以降 49 15.8%
合計 311 100.0%
度数 パーセント
0～24名 129 41.5%
25～49名 80 25.7%
50～74名 41 13.2%
75～99名 9 2.9%
100～199名 22 7.1%
200～299名 7 2.3%
300～399名 7 2.3%
400～499名 1 0.3%
500名以上 15 4.8%
合計 311 100.0%
度数 パーセント
営業・販売（コンサル・無形サービス営業含む） 89 28.6%
人事・総務 56 18.0%
その他 37 11.9%
経営企画・管理、事業企画 29 9.3%
経理・財務 26 8.4%
マーケティング・営業企画 20 6.4%
その他カスタマーサービス 19 6.1%
資材・購買 13 4.2%
法務・知財 11 3.5%
研究・開発 7 2.3%
製造 4 1.3%
合計 311 100.0%
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4.2 測定尺度
4.2.1 PIS
PIS は Stamper & Masterson（2002）によって示された 6 項目を用いて測定をした。
それぞれの質問に対し、「全くあてはまらない」（=1）から「非常にあてはまる」（=7）
の 7 段階で回答をしてもらった（項目例：「私は所属する「部」の一員であるととても
強く感じる」、「私は所属する「部」の「内部者」であると感じる」）。主因子分析に
より一因子構造であることが確認され、また因子負荷量（λ）も.839～.615 までの値
を示したため、一因子尺度であることが確認された。また、これら 6 項目の信頼性係
数（Chronbach's α）はα=.803 を示しており、一般に許容されるα=.60 の水準を上
回っていることから、一定水準以上の内的一貫性（internal consistency）が確認さ
れたといえよう。
4.2.2 自身の権限知覚
Mccardle（2007）により組織内権力を測定する3項目の尺度が提示されている。
それぞれの質問に対し、「全くあてはまらない」（=1）から「非常にあてはまる」（=7）
の 7 段階で回答をしてもらった（項目例：「私は所属する「部」において、自身の仕事
に影響を与えそうな出来事をコントロールできる十分な権限を持っている」、「私は所属
する「部」において、私の仕事に悪影響を及ぼすような出来事が起こりそうな場合でも、
それを阻止することができる」）。主因子分析により一因子構造であることが確認され、
また、因子負荷量（λ）も.932～.902 までの値を示したため、一因子尺度であること
が確認された。また、これら 3 項目の信頼性係数（Chronbach's α）はα=.910 を示し
ており、高い内的一貫性が確認された。
4.2.3 キャリアの一致度
Cherlyn（1987）によって「キャリアの一致度」の尺度が提示されている。それぞれ
の質問に対し、「全くあてはまらない」（=1）から「非常にあてはまる」（=7）の 7
段階で回答をしてもらった（項目例：「私のキャリア目標と、「部」が従業員の将来の
ために考えているキャリア目標とが、一致している」、「現在の「部」において、私自
身のキャリア・スケジュール（昇進などの時期）を順調に満たしてきた」）。主因子分
析により一因子構造であることが確認され、また、因子負荷量（λ）も.893～.811 ま
での値を示したため、一因子尺度であることが確認された。また、これら 7 項目の信
頼性係数（Chronbach's α）はα=.943 を示しており、非常に高い内的一貫性が確認さ
れた。
4.2.4 役割明確性
Rizzo（1970）の 6 つの質問項目を使用した。それぞれの質問に対し、「全くあては
まらない」（=1）から「非常にあてはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項
目例：「私は、自分がどれだけの権限をもっているかよく分かっている」、「私は、社
内で自分が何を期待されているか、十分に理解している」）。主因子分析により一因子
構造であることが確認され、また、因子負荷量（λ）も.894～.711 までの値を示した
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ため、一因子尺度であることが確認された。また、これら 6 項目の信頼性係数
（Chronbach's α）はα=.885 を示しており、許容される内的一貫性が確認されたとい
えよう。
4.2.5 役職への期待
役職への期待については本研究にて独自の 1 項目として設定した。具体的には、「私
の役職（部長・課長・役職なしなど）について、「部」から私への特別な期待を感じる」
という質問項目に対し、「全くあてはまらない」（=1）から「非常にあてはまる」（=7）
の 7 段階で回答をしてもらった。
4.2.6 役割への期待
役割への期待については本研究にて独自の 1 項目を設定した。具体的には、「私の役
割について、「部」から私への特別な期待を感じる」という質問項目に対し、「全くあ
てはまらない」（=1）から「非常にあてはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらっ
た。
4.3 分析方法
本研究では、PIS を従属変数とした重回帰分析を実施した。まずは先行要因を独立変
数、調整要因を調整変数と設定し分析を行った。その後、要因間の関係性を検討する
ことを目的として、独立変数・調整変数を組み替えた分析を行い、最終的に仮説モデ
ルの検証とともに新たなモデルの構築を試みた。
13
５．結果
まずは、従属変数 PIS に対して、「役職」・「人事権」・「自身の権限知覚」・「役割有無」
の独立変数としての評価を実施した。その結果を表 5.1 に示す。
表 5.1 独立変数仮説に対する重回帰分析の結果
表 5.1 より、「人事権の有無」・「自身の権限知覚」については仮設通り独立変数とし
ての傾向が有意な差で確認することができた。
「人事権の有無」はβ=.168（p<.050）、「自身の権限知覚」もβ=.362（p<.001）、人
事権を有することと自身が権限を認識していることは PIS に対してポジティブな結果
を与えることが分かった。
また、「役職」はβ=-.159（p<.100）と有意水準 5%には入らなかったが、10%以下（5.1%）
であったため有意な結果である可能性が示唆された。ただし、「役職」については先の
2 要因とは異なり、役職が上がるほど PIS が低下するという傾向が示唆される結果とな
った。
「役割有無」は有意確率 10%を超えたため、帰無仮説を棄却することができなかった。
更に、「役職に対する PIS の平均値と標準偏差」、「役職、自身の権限知覚に対する PIS
の平均値」を図 5.1、図 5.2 に記載する。尚、図 5.2 においては「自身の権限知覚」を
3 段階（低：3.0 以下、中：3.0 超～5.0 未満、高：5.0 以上）に分類した。
図 5.1 において、役職の上昇によって PIS が高まっているのは「課長代理・課長補
佐クラス=4.90」・「部長・次長クラス=5.07」であり、「課長クラス=4.71」は相対的に
低い傾向が見受けられた。更に、図 5.2 より、課長クラスは他の役職に対して権限知
覚の高低に PIS はあまり影響を受けていないことが示唆された。権限知覚が高い層に
おいて PIS が高いのは「課長代理・課長補佐クラス=6.00」であり、権限知覚が低い層
において PIS が低いのは「部長クラス=2.96」であった。
β （SE） p
コントロール変数
性別 .001 .128
年齢 .000 .010
企業規模 .033 .013
会社勤続年数 .019 .005
部の人数 -.020 .000
R 2 1 .003
独立変数
役職 -.159 .051 ✝
人事権の有無 .168 .148 *
役割有無 .077 .109
自身の権限知覚 .362 .043 ***
R 2 2 .174
***
ΔR 2 .171 ***
変数
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図 5.1 図 5.2
「役職」に対するPIS平均値と標準偏差 「役職」と「自身の権限知覚」に対するPIS平均値
次に、先の独立変数に対する調整要因としての「キャリアの一貫性」・「役割明確性」・
「役職への期待」・「役割への期待」についての分析を実施した。
表 5.2 より、「キャリア一致度」・「役割明確性」は PIS に対しβ=.228（p<.001）、β
=.362（p<.001）と直接的な影響を及ぼしていることも示唆された。
調整変数「キャリアの一貫性」は独立変数「役職」・「役割有無」・「自身の権限知覚」
に対してβ=.100（p<.100）、β=.172（p<.001）、β=-.197（p<.001）と調整効果を確
認することが出来た。また、調整変数「役職への期待」は独立変数「役職」に対して
β=.108（p<.100）、調整変数「役割への期待」は独立変数「役職」・「役割有無」に対
してβ=.146（p<.050）、β=.112（p<.050）と調整整効果を確認することができた。し
かし、調整変数「役割明確性」はいずれの独立変数に対しても調整効果を確認するこ
とが出来なかった。
また、「自身の権限知覚」は、前述の独立変数評価においては PIS に対してポジティ
ブな影響を及ぼしていることが確認できたが、他変数が追加となることで符号が逆転
した。
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表 5.2 PIS を予測する調整変数仮説に対する重回帰分析の結果
PIS PIS PIS PIS
β （SE） p β （SE） p β （SE） p β （SE） p
コントロール変数
性別 .004 .112 -.039 .115 -.040 .115 -.036 .114
年齢 -.002 .009 -.014 .009 -.013 .009 -.014 .009
企業規模 .037 .011 .042 .012 .046 .012 .049 .012
会社勤続年数 .024 .005 .031 .005 .034 .005 .040 .005
部の人数 -.048 .000 -.034 .000 -.033 .000 -.035 .000
R 21 .003 .003 .003 .003
調整変数
キャリア一致度 .228 .054 *** .217 .056 ** .224 .055 ** .207 .055 **
役割明確性 .362 .059 *** .354 .061 *** .325 .060 *** .338 .060 ***
役職への期待 .139 .060 .140 .063 .194 .064 t .078 .063
役割への期待 .084 .062 .101 .065 .077 .067 .176 .066 t
R 22 .344
*** .344 *** .344 *** .344 ***
ΔR 2 .341 *** .341 *** .341 *** .341 ***
独立変数
役職 -.144 .045 * -.189 .047 * -.184 .047 * -.174 .046 *
人事権の有無 .109 .133 .114 .133 ✝ .096 .141 .106 .136
役割有無 .010 .096 .001 .099 .000 .099 .002 .098
自身の権限知覚 -.154 .055 * -.109 .056 -.120 .057 -.113 .056
R 23 .363
*** .363 *** .363 *** .363 ***
ΔR 2 .019 ✝ .019 ✝ .019 ✝ .019 ✝
独立変数×調整変数
キャリア一致度×役職 .100 .054 ✝
キャリア一致度×人事権の有無 -.016 .066
キャリア一致度×役割有無 .172 .044 ***
キャリア一致度×自身の権限知覚 -.197 .038 ***
R 24 .411
***
ΔR 2 .048 ***
役割明確性×役職 .024 .056
役割明確性×人事権の有無 .048 .066
役割明確性×役割有無 .071 .050
役割明確性×自身の権限知覚 -.029 .041
R 24 .371
***
ΔR 2 .008
役職への期待×役職 .108 .056 ✝
役職への期待×人事権の有無 .027 .072
役職への期待×役割有無 .071 .047
役職への期待×自身の権限知覚 -.030 .044
R 24 .381
***
ΔR 2 .018 ✝
役割への期待×役職 .146 .056 *
役割への期待×人事権の有無 .012 .069
役割への期待×役割有無 .112 .047 *
役割への期待×自身の権限知覚 -.085 .044
R 24 .393
***
ΔR 2 .030 **
16
調整変数の影響について、図 5.3 から図 5.8 までを記載する。
図 5.3 によりキャリアの一致度が高値を示した場合（図中の「キャリア一致度 High」
のライン）の場合には役職が低値（Low）から高値（High）にかけて PIS の水準は 5.06
から 4.98 へとほとんど変わらない値を示すが、キャリアの一致度が低い場合には役職
の値が上昇するにつれて PIS のスコアは 4.81 から 4.32 へと下がる傾向が見受けられ
た。
図 5.4 により、キャリアの一致度が高い場合には役割が High（役割あり）で PIS の
平均値は 5.20 と高まるが、キャリアの一致度が低い場合には役割が High（役割あり）
でも PIS は 4.40 へと下がる傾向が見受けられた。
図 5.5 により、キャリアの一致度が高い場合、自身の権限知覚が低いと PIS は 5.37
と高くなるが、自身の権限知覚が高くなると PIS は 4.67 へと低くなる傾向があった。
また、キャリア一致度が低い場合には自身の権限知覚の高低に PIS はあまり影響を受
けず PIS のそれぞれの値は 4.52 及び 4.61 とほぼ一定であった。
図 5.6 により、役職への期待の High・Low にかかわらず、役職が上がれば PIS は低
下する傾向があった。しかし、役職への期待が高い方が役職 Low の場合 PIS は 5.06、
役職 High の場合 PIS は 4.91 へと若干の下がり幅にとどまっていることが分かる。
図 5.7 も図 5.6 と同様に役割への期待の高低にかかわらず、役職が上がれば PIS は
低下するが、役割への期待が高いほうが PIS の下がり幅は小さかった。
図 5.8 により、役割がある中で、役割への期待が High であれば PIS の平均値は 5.08
と高くなるが、役割への期待が Low であれば PIS は 4.51 へと低くなる傾向が見受けら
れた。
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図 5.3 図 5.4
「役職」と「キャリアの一致度」 「役割有無」と「キャリアの一致度」
図 5.5 図 5.6
「自身の権限知覚」と「キャリアの一致度」 「役職」と「役職への期待」
図 5.7 図 5.8
「役職」と「役割への期待」 「役割有無」と「役割への期待」
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６．考察
6.1 独立変数と調整変数の評価
前項の結果を踏まえて当初仮説に対する考察を行う。まず、表 5.1 について、当初
の仮説として、組織内のステータスが上がるほど PIS が高まると想定していたが、今
回「役職」については、仮説と異なる結果が示唆され、「人事権の有無」・「自身の権限
知覚」については仮説通りの結果を得ることができた。
まず、「人事権の有無」について、人事権は組織においてもっとも強い権力の一つで
あると一般的には言われている。そのため、人事権を有する人にとって、人事権を有
することは組織自体を構築・編集する権限を持っている為、組織において必然的に人
的・組織機能的な中心的存在となる可能性が高い。PIS は「組織の一員である。内側に
いる。」という概念であるため、PIS が高まるという結果は当初の仮説を裏付けること
となった。
「自身の権限知覚」においても、権限が強い程、自身の業務をコントロールできる
ため、組織内の他者に対する業務調整力・交渉力が高いと考えられる。そのような影
響力が発揮できている状態であれば PIS が高まるという表 5.1 は望ましい結果である
といえる。ただし、表 5.2 においては符号が逆転している。その理由として、重回帰
分析における他要因の影響を受けていると考えられる。特に、「キャリアの一致度」・「役
割明確性」が PIS に対して正の影響を強く及ぼしており、且つ、「自身の権限知覚」は
それら 2 要因とβ=.697（p<.010）、β=.555（p<.010）と比較的強く相関している為
（Appendix.1 参照）、重回帰分析の中で負の算出になったものと考えられる。そのため、
表 5.1 にて独立変数として評価した「自身の権限知覚」の PIS への正の影響について、
現時点で断定することは難しいと思われる。「自身の権限知覚」が高い場合、自身とし
て「自分は組織にとって特別である」と認識している可能性があり、自身を“少数派”
と感じて PIS が下がることも考えられる。
しかし、役職ごとの権限知覚と PIS の関係性を確認した図 5.2 においては権限知覚
が高い従業員の方が PIS は高くなる結果となった。これは権限知覚が高い社員は PIS
が高くなる他の要因を持ち合わせていると考えられる。たとえば、「自身の権限知覚」
は、PIS にポジティブな影響を及ぼす「キャリアの一致度」・「役割明確性」と比較的強
い相関関係が見受けられた為、権限知覚が強い従業員は「キャリア一致度」・「役割明
確性」が高い傾向があり、PIS が高くなると考えられる。
「役職」において、当初仮説として役職が高いことは人的・組織機能的な中心とな
りえる為、PIS が高まることを想定していたが、結果としては役職の上昇に対し PIS
はネガティブに動く可能性が示唆された。その理由として、役職という地位が上がる
ことは組織の人的な部分に対して“少数派”になるということを意味していると考え
られる。組織の中で役職が上がることにより、現場の実際の業務よりはメンバーのマ
ネジメントへ移行していく。そのため、メンバー同士のフラットな人間関係ではなく、
役職としての機能を担わなくてはならなくなる。そこでは、実際の業務における協業
やメンバー間の余談など、業務や私生活をシェアする関係から指示を出し成果を求め
る関係に変化していく。そのため、組織の“少数派”であることを自ら自覚し、人的
な意味合いにおける疎外感や孤独感を感じてしまうのではないだろうか。その結果、
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組織の一員であり内側に所属するという概念である PIS が役職の上昇に伴って低下す
るのではないかと考えられる。
上記の結果は当初の課題意識に対して大変興味深いことを示唆している。課題意識
として「地位・役職が上がらない成熟社会において、従業員は地位・役職を上げる以
外に、どのような方法・考え方で会社に対する所属意識を強めていくのか」であった。
しかし、人事権などの権力の上昇は PIS を高めるという結果であるにも関わらず、地
位・役職が上がること自体が PIS を弱めるという結果である。また、PIS は「組織の一
員である。内側にいる。」という人的な立ち位置を含んだ概念であり、組織機能的立ち
位置とは異なる意味合いを持ち合わせている。その為、“所属意識”という言葉に対し
て、組織機能的な側面における所属意識については捉えきれない可能性がある。その
ため、地位・役職の設定と昇格という人事的な役職設計は、重要な組織機能を任せる
という意味で本人のモチベーションを高め、組織コミットメントを強くする可能性は
あるが、組織との人的な関係性については孤独感を増す可能性がある。
また、組織内ステータスの代わりに PIS の上昇に寄与すると考えていた「役割」に
ついては、独立変数として実証することができなかった。今回の質問の仕方として、
本人の役割認識を問うためにあえて役割についての定義を曖昧にした。その為、回答
者によって「役割」の捉え方が異なり、定義の曖昧性によって、PIS との関係性を示す
ことが難しかったと思われる。しかし、「キャリアの一致度」・「役割への期待」という
調整要因と組み合わさることで有意差を確認することができたため、後述にて考察を
行う。
尚、本検討においては「課長クラス」の PIS が、役職で前後の「課長代理・課長補
佐クラス」・「部長・次長クラス」に対して相対的に低いことが分かった。また、課長
クラスで特徴的であったことは PIS の標準偏差が他役職に比べて小さかったことであ
る。その理由として、他の役職区分では様々な企業の呼称と合わせるために複数の呼
称を一括りにしたのに対し、課長クラスは 1 種類の区分としたこと、また、課長とい
う区分は多くの企業にとって管理職の入り口と定義付けられるため、役割・権限が様々
な業界・企業間の中で他区分よりも明確であることが考えられる。
「課長クラス」の PIS が低くなった理由として、以下の 2 つのポイントが考えられ
る。
一つ目は、前述のように課長職は“管理職”の入り口である為である。多くの企業
において、役職名は段階的に設定をしているものの、課長職から“管理職”と位置付
けることがある。つまり、“一般社員”と区分が始まる役職である。そこでは課員の日々
の指導から人事面談・評価、自組織に位置付けの検討など、設計された業務を渡され
る立場から渡す立場に大きく変わる役職である。その中で、業務の進捗管理を行う立
場として部下に作業的業務を渡してしまうため、自分自身は直接的に業務を行わない
ケースも増えてくる。そのため、課長に昇進することで、周りの従業員と共に作業を
していた状態から、作業を指示・管理する立場に変わり、周囲に対する疎外感や孤独
感を感じやすい立ち位置になってしまうことが考えられる。
二つ目は、部の組織構造の中で部全体に対する人的な接点が弱い立場であると考え
られる。本研究においては PIS の組織範囲の定義を部という単位に設定した。部とい
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う組織を基準に考えた場合、課長は部に複数名いることが一般的であるため自身の課
以外への影響力は大きくない。指揮命令系統の中で、他の課への業務的連絡は当該課
長を通じて実施することで他の課の従業員と距離が近づかない場合も考えられる。低
役職の従業員同士であれば同じ部の同じ境遇ということで人的なネットワークを広げ
ていくが、そこに立場の違いがあり、更に必ずしも接点を持つ必要が無い場合には自
然な人的ネットワークは構築されにくく、他の課の従業員との関わりは薄くなること
も考えらえる。それにより人的な一員であるという PIS が低くなってしまう可能性が
ある。
反対に、課長補佐・代理クラスにおいては作業の中心的役割となり周囲との共同で
業務を進めることができる。次長・部長クラスは、部の最高権限者として部に対する
影響力を発揮できることにより、課長クラスに対し PIS が高くなると考えられる。こ
の内、次長クラスは課長クラスと同様に理由により PIS が低くなる可能性はあるが、
本研究においては単独区分での調査を実施していないため次回以降の残検討ポイント
としたい。
上記より、図 6.1.1 のようなセグメントを区分することができる。
図 6.1.1 役職と権限におけるセグメントと一般的呼称
役職無し、係長・主任クラス
課長代理・課長補佐クラス
課長クラス
部長
次長クラス
権限なし 権限あり
PIS低
「お飾り部長」
PIS低
「中間管理職」
PIS低
「平社員」
PIS低
「平社員」
PIS高
「実務部長」
PIS低
「中間管理職」
PIS高
「最前線ﾘｰﾀﾞｰ」
PIS高
「ﾃﾞｷﾙ社員」
部の全ての
従業員と接点を持つ
自身の課と
その他一部と接点を持つ
低役職者通しでの
人的ネットワークを持つ
低役職者通しでの
人的ネットワークを持つ
図 5.2 を参考に役職クラスと権限の関係に対し、一般的な呼称を用いることで従業
員像を想定・分類した。なお、権限について、自身の権限知覚は PIS に対してポジテ
ィブな結果ではないことは先に述べているが、その他要因も含めて、PIS が高くなる結
果が示唆されている。まず課長代理・課長補佐クラス以下については権限が無いこと
が一般的である為、通常の「平社員」と表現できる。逆に権限を有していることを認
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識している場合には、業務的に現場を仕切る「最前線リーダー」であり、「デキル社員」
と一目置かれる存在となる。課長クラスであればいずれにしても PIS が低く、俗にい
う「中間管理職」となってしまう。共同作業から外れて他の従業員と距離が離れてい
くと共に、部の中の人的なネットワークも比較的薄くなってしまう立場である。部長
まで行くと全ての部員と接点を持つため PIS は高くなる傾向があるが、権限が無けれ
ば逆に PIS が非常に低くなることが分かっている。そこでは、権限が無く自身の力で
部を運営できておらず「お飾り部長」として部員から認識されているであろう。逆に
権限がある場合には、実務的な課題を乗り越えて部を運営しており、「実務部長」とし
て部員から慕われて PIS が高くなるであろう。
次に調整要因における考察を以下にて行う。図 5.3 にて、独立変数「役職」に対す
る調整変数「キャリアの一致度」の調整効果について、独立変数としての「役職」自
体は前述のとおり PIS に対してネガティブな結果をもたらしていた。独立変数として
の「役職」の高まりに対し、「キャリアの一致度」が高い人は PIS を維持できている。
ここでは、「キャリアの一致度」が「役職」の高まりに対し PIS を下支えする効果を確
認することができた。組織の中で「役職」が上がるにつれて人的な意味合いにおける
疎外感や孤独感を感じてしまい PIS は低下するという仮説は前述の通りだが、「キャリ
アの一致度」が高い場合には、その「役職」高まりは自身が望んでいることでもある
ため、自分自身が組織の中心にあろうとする気持ち（肯定感）を持って受け止めてい
るのではないかと考えられる。逆に、キャリア一致度が低い場合には、自身が望むス
テップとは異なるため、現状の「役職」に対して自身で肯定感を持ち切れず、疎外感
や孤独感から PIS が低くなるのではないかと想定した。また、役職が低いメンバーに
とっては「キャリアの一致度」における PIS の差は大きくはない。それはキャリアが
一致していても一致していなくても役職が低く周囲との関係性に影響を受けていない
ためであると考えられる。
次に、図 5.4 の独立変数「役割有無」に対する調整変数「キャリアの一致度」の調
整効果について確認を行う。
「役割有無」は、初期仮説として「組織からの明示的な地位・権限は与えられてい
ないものの、通常のタスク・ミッション以外の何らかの「役割」の付与によって、所
属組織からの期待を感じて PIS が高まる可能性がある」と設定したにも関わらず、PIS
に対して独立変数として影響を及ぼしていることが認められなかった要因である。非
常に興味深いことは、「キャリアの一致度」という調整変数と組み合わさることで、PIS
に対する影響を確認することができたことである。「役割」を認識している人にとって
「キャリアの一致度」が高ければ、その「役割」に対して自身として何らかの意味合
いを見出しており、組織からの期待を感じて前向きに捉えることができると考えらえ
られる。その結果、その「役割」を担う従業員は周囲との関係性も良好となり PIS が
高まる。しかし「キャリアの一致度」が低ければ PIS は低くなってしまう。キャリア
の段階・ステップにおいて組織から適正に取り扱われていない、自身とミスマッチで
あると感じることで、本人にとってその「役割」は「雑務」・「仕事が降ってきた」と
否定的に捉えてしまい、組織から期待を受けていると感じることができなくなる。そ
のため、周囲に対して疎外感を感じ、PIS が低くなると考えられる。
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次に、図 5.5 の独立変数「自身の権限知覚」に対する調整変数「キャリアの一致度」
の調整効果について、前述の通り「自身の権限知覚」自体は PIS に対して正の影響を
及ぼしていることが確認されたが、重回帰分析の変数として「キャリア一致度」・「役
割明確性」が加わったことにより、負の影響を及ぼすことも示唆された。
今回の検討では、「自身の権限知覚」が高い場合、「キャリアの一致度」は PIS に対
してほぼ影響を及ぼさないことが分かった。「自身の権限知覚」が高いということは周
囲の人に対する接し方がある程度形作られており、自分の内的な変数である「キャリ
アの一致度」は周囲との関係性の概念である PIS に影響を及ぼさない。逆に「自身の
権限知覚」が低い場合には、外的な影響力は弱まっており、内定な要因である「キャ
リアの一致度」が周囲との関係性に対して強く影響を及ぼすことになると考えられる。
「キャリアの一致度」が高い場合には「役割有無」と同様に、組織内ステータスが低
くても業務を前向きに捉え、周囲と良好な関係で業務推進ができることを示唆してい
る。
次に、図 5.6 にて独立変数「役職」に対する調整変数「役職への期待」の調整効果
について、前述の通り、「役職」は高まるほど組織内において“少数派”となり、疎外
感・孤独感を感じ PIS は低くなる傾向があると想定しているが、そこに「役職への期
待」を受けていることを感じることができれば PIS は高く留められることが示唆され
る。「役職への期待」を感じない場合、“少数派”なだけではなく、期待されていない
損な役回りと認識することで組織の一員として疎外された感覚が強くなる。逆に、「役
職への期待」があれば、“少数派”ではあるものの、組織の一員として認められている
と感じて疎外感が薄れ、PIS を下支えするものでと思われる。
次に、図 5.7 にて独立変数「役職」に対する調整変数「役割への期待」の調整効果
について、「役割への期待」も「役職への期待」と同傾向である。これは「役職への期
待」、「役割への期待」が高い相関関係（相関係数.865（p<.010））であり、調査対象者
は同様の傾向で返答したものと思われる。これは、返答者自身が組織から期待されて
いる（もしくは期待されていない）ことが、「役職に対してなのか」、「役割に対してな
のか」を切り分けて感じることが難しいからであると考えられる。そのため、期待の
因数分解をすることが困難であることが今回の結果につながったと思われる。
最後に、図 5.8 にて独立変数「役割有無」に対する調整変数「役割への期待」の調
整効果について、役割有無に対し、役割への期待が影響を及ぼしていることが分かっ
た。与えられた役割に対し、期待されれば特別な業務になり、期待されなければ雑務
になる。期待されない役割を演じても、組織に対して PIS は高まらない。
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図 6.1.2 初期仮説に対するパス図
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6.2 新たなるモデルの検討
初期仮説においては組織内ステータスが PIS に影響を与え、その他要素が調整要因
として関係すると置いた。その結果は前述の通りであるが、調整要因として置いた「キ
ャリア一致度」・「役割曖昧性」は PIS に対して直接的な影響を及ぼしていることが示
唆されるため、重回帰分析を基に新たなモデルを設定した。
図 6.2.1 新たなるモデル図
新たなモデルの特徴として、「役職」・「人事権」などのステータスの変数と、「役割
曖昧性」・「キャリアの一致度」のような個人と組織の関わり合いの変数を独立変数と
して設定をした。初期モデル同様、重回帰分析の結果を表 6.2.1 に記載する。
本検討の結果、「キャリアの一致度」・「役割曖昧性」においても、β=.218（p<.010）、
β=.336（p<.001）と PIS に対して直接的な影響をもたらすことが確認された。また、
「役割有無」は「キャリア一致度」に対してβ=.115（p<.100）の調整効果があり、「自
身の権限知覚」は「役職」・「キャリア一致度」・「役割曖昧性」に対してβ=.230（p<.100）、
β=-.285（p<.001）、β=.188（p<.010）の調整効果があることが分かった。また、調
整要因として先の検討でも確認をしていた「役職への期待」・「役割への期待」は共に、
「役職」・「キャリア一致度」・「役割曖昧性」に対しての調整効果があることが分かっ
た。また、初期モデルでは確認していない独立変数「役職」に対する調整変数「自身
の権限知覚」、独立変数「キャリアの一致度」に対する調整変数「役割への期待」、独
立変数「役割明確性」に対する調整変数「役割への期待」の影響を図 6.2.2～図 6.2.4
に記載する。
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表 6.2.1 新たなるモデルに対する重回帰分析の結果
PIS PIS PIS PIS
β （SE） p β （SE） p β （SE） p β （SE） p
コントロール変数
性別 -.021 .115 -.024 .112 -.041 .113 -.054 .112
年齢 -.014 .009 -.017 .009 -.022 .009 -.020 .009
企業規模 .038 .012 .047 .011 .052 .012 .052 .011
会社勤続年数 .029 .005 .040 .005 .045 .005 .051 .005
部の人数 -.037 .000 -.047 .000 -.039 .000 -.043 .000
R 21 .003
調整変数
役割有無 -.025 .281 .018 .096 .011 .096 .022 .096
自身の権限知覚 -.119 .056 -.335 .096 * -.105 .055 -.112 .055
役職への期待 .164 .061 ✝ .141 .061 -.081 .094 .107 .061
役割への期待 .095 .064 .080 .063 .070 .064 -.177 .085
R 22 .228 .000
*** .228 .000 *** .228 .000 *** .228 .000 ***
ΔR 2 .225 .000 *** .225 .000 *** .225 .000 *** .225 .000 ***
独立変数
役職 -.193 .046 ** -.154 .045 * -.184 .046 * -.179 .045 *
人事権の有無 .131 .132 * .079 .135 .087 .140 .095 .135
キャリアの一致度 .218 .055 ** .183 .054 ** .182 .055 ** .181 .054 **
役割明確性 .336 .061 *** .415 .063 *** .386 .063 *** .395 .062 ***
R 23 .363 .000
*** .363 .000 *** .363 .000 *** .363 .000 ***
ΔR 2 .135 .000 *** .135 .000 *** .135 .000 *** .135 .000 ***
独立変数×調整変数
役割有無×役職 .031 .041
役割有無×人事権の有無 .028 .060
役割有無×キャリアの一致度 .115 .055 ✝
役割有無×役割明確性 -.002 .057
R 24 .380 .000
***
ΔR 2 .017 .100 ✝
自身の権限知覚×役職 .230 .037 ✝
自身の権限知覚×人事権の有無 .011 .069
自身の権限知覚×キャリアの一致度 -.285 .045 ***
自身の権限知覚×役割明確性 .188 .045 **
R 24 .408 .000
***
ΔR 2 .045 .000 ***
役職への期待×役職 .278 .037 *
役職への期待×人事権の有無 .008 .072
役職への期待×キャリアの一致度 -.174 .046 **
役職への期待×役割明確性 .170 .046 **
R 24 .397 .000
***
ΔR 2 .034 .003 **
役割への期待×役職 .319 .037 **
役割への期待×人事権の有無 -.004 .069
役割への期待×キャリアの一致度 -.209 .046 ***
役割への期待×役割明確性 .166 .045 **
R 24 .405 .000
***
ΔR 2 .042 .000 ***
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図 6.2.2 図 6.2.3
「役職」と「自身の権限知覚」 「キャリアの一致度」と「役割への期待」
図 6.2.4
「役割明確性」と「役割への期待」
まず、図 6.2.2 のように独立変数「役職」に対する調整変数「自身の権限知覚」に
ついて、「役職」が高い場合には、「自身の権限知覚」が PIS に及ぼす影響は小さい。
すでに役職が高い時点で周りへの影響力がある一定量想定されるため、「自身の権限知
覚」に関わらず、周囲との関係性は一定であると考えられる。逆に、「役職」が低い場
合には「自身の権限知覚」が低いほうが PIS は高まる。前述のように「自身の権限知
覚自体」が自分を“少数派”と捉えているからである。
次に、図 6.2.3 のように独立変数「キャリアの一致度」に対する調整変数「役割へ
の期待」について、「役割への期待」が高ければ「キャリアの一致度」に PIS は影響を
受けないことが分かった。逆に「役割への期待」が低ければ PIS はキャリア一致度に
依存する。期待を直接的に感じていなくてもキャリア一致度が高いことは自身の望ん
でいること、組織が期待していることの中期的な方向感が一致していると考えられる。
最後に、図 6.2.4 のように独立変数「役割明確性」に対する調整変数「役割への期
待」についてだが、「役割明確性」が高い場合には「役割への期待」に対し PIS は変化
しないが、「役割明確性」が低い場合には、役割が不明確であるため、「役割への期待」
を受けても PIS は高まらない。これは何か期待されていることは感じているものの、
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具体的に何を期待されているかが分からないため組織の中での立ち位置が定まらず、
周囲との関係性に対して悪影響を及ぼしている可能性がある。
独立変数と調整変数の関係性において PIS は周囲との関係性の指標であるため、要
因の特徴により PIS に対する影響の優先性がある程度決まってくる可能性がある。そ
れらの要因の関係を図 6.2.5 に整理した。
それぞれ番号①～⑦まで振っている要因において、矢印の元になっている要因より
も PIS に対する影響度が強く、その要因が固定化されることにより矢印の元になって
いる要因が変化しても PIS が変化しない。たとえば、キャリア一致度によって PIS は
変化するが、役割有無 Low、役割への期待 High、もしくは自身の権限知覚 High という
状態であればキャリア一致度の高低は PIS に影響を及ぼさないことになる。ただし、
これは 2 指標間における関係性であり、指標関係図を作成するとループが発生するた
め、PIS に対して絶対的に強い指標が存在するということではない。
なお、図 6.2.6 に新たなモデルに対するパス図を示す。本検討における要因が独立
変数として、また、調整変数として PIS への影響について整理することが出来た。
図 6.2.5 PIS に対する要因の優先関係
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図 6.2.6 新たなるモデルに対するパス図
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７．結論と提言 –PIS を高める方法について-
これらの結果を踏まえて、まず、本研究における目的である役職が低いシニア人材
に対して、どのような方法で PIS を高めることができるかを検討する。
本研究において PIS が高まる可能性が示唆された方法は以下の通りである。
・人事権を与える
・役割を明確にする
・キャリアの一致度を高める
・自身の権限知覚を下げる（キャリアの一致度が高いことが前提）
・役割を与える（キャリアの一致度が高いこと、役割に期待をすることが前提）
まず、人事権を与えるということについてだが、組織において人事権とは管理者と
しての権限である。本研究においても、「役職」と「人事権の有無」は相関係数.673
（p<.010）と比較的強い相関があり、一般的にも役職を変えずに人事権だけを持たせ
ることは比較的難しく、実行性が低いと考えられる。反面、直ぐにできることとして、
役割を明確にすることが挙げられる。業務の目的・目標を MBO 等で丁寧にすり合わせ、
計画目標を設定することにより組織の一員であるという意識が芽生え PIS を高めるこ
とが出来る。
次に、「キャリアの一致度」を高めるという方法がある。ただし、シニア人材の年齢
において低役職者は過去のキャリア形成において順調に昇進を果たすことが出来ず、
キャリアの一致度が低い可能性がある。その為、キャリアの一致度を高めるだけの白
地は十分にあると考えられる。ただし、低成長社会において地位・役職が少ないこと
が前提である為、昇進という形とは異なる方向のキャリア感のすり合わせが必要にな
ると考えられる。そこでは、企業にとっても個人にとってもサラリーマンとしてのキ
ャリアゴール（成功）を昇進以外に見出さなければならない。それぞれの価値観を含
めた十分な話し合いが必要になるであろう。
次に、自身の権限知覚を下げるということであるが、自身の権限知覚を下げるとは
具体的にどういったことであろうか。前述のように「自分は組織にとって特別である」
と認識している可能性があり、「役職」と同様に自身を“少数派”と感じている可能性
がある。そのため、実際の権限をはく奪する（業務調整をできないようにする）とい
う業務の後退ではなく、“自分が特別と感じない”という取扱いが重要であると考えら
れる。ただし、そこではキャリアの一致度が高くないといけない。キャリアの一致度
が高いことは本人のキャリア期待と会社のキャリア期待が同等であることを意味して
いる。本人のありたい姿と会社の期待がマッチして、さらに周囲に対する“少数派”
という特別感がない状態になって初めて PIS を高めることができる。
最後に、役割を与えるということについて、初期の仮説においても地位・役職の代
わりとして PIS を高める効果があると仮定した。ただし、考察のとおりその役割は本
人の期待、周囲の期待がないと雑務になるだけである。そのため、役割を付与する場
合には本人のキャリアステップにおいてその役割は重要であること、また、組織にと
っても重要なものであることと、それを任せられる期待があることをしっかりと伝え
ることが重要である。
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以上により、地位・役職が低いシニア従業員の PIS を高め、会社・組織に対して所
属意識を感じて生産的な・積極的な活動を取ってもらうことができる。
次に、PIS が相対的に低い「課長クラス」について PIS を高める方法を検討する。前
述の考察の通り、課長職の PIS が低くなる理由として、管理職の入り口であること、
部の中での微妙な立ち位置であることが挙げられる。それではどのような方法にて PIS
を高めることができるだろうか。以下を案として検討した。
・人事権を付与する
・キャリアの一致度を高める
・役職に対して期待する
・部下とともに作業を行う
・プレイングマネージャーを実践する
まず、人事権を与えるということについて、本検討において、「課長クラス」の約半
数が人事権を持っていなかった。「課長クラス」では企業毎の役割規定上、もしくは上
長（次長・部長クラス）の方針により、必ずしも人事権を持っていないようである。
企業としての役割規定であれば、人事権を与えるためには評価の仕組みを変更するこ
とが必要となる。全社規模での仕組みの変更は容易ではないが、もしも中間管理職に
おける職場への関与について課題が顕在化している企業であれば仕組みの変更をして
でも対応が必要であると考えられる。また、上長の方針であれば対応は上長次第であ
るが、課長の部への関与度を高めるために人事権を与えることが重要である。
次に、キャリアの一致度を高めることである。ただし、役職の上昇に対し PIS の低
下を和らげるという効果であるため、PIS に向上させることは期待できない。また、役
職に対して期待することも同様で、PIS の低下を和らげることになる。ただし、既に
PIS が低下してしまっている課長にとっては意味のある対応方法である。
最後に部下とともに作業を行い、プレイングマネージャーを実践することが対策と
して考えられる。前述においても、PIS が低下する仮説として、現場の作業者から管理
者への移行が挙げられる。そこに対して今一度の共同業務部分を取り入れることが有
効である。俗に言う、「同じ釜の飯を食べる」ということである。ただし、管理スタイ
ルにもよるが、この方法は管理者としての成長を遅らせる可能性も秘めている。課長
になった従業員の最初の壁は「管理を行う」術を身に着けることであり、自分自身が
長い月日をかけて作り上げた作業手法を如何に後進に譲るかということが求められる。
その作業を抱えている限り、管理の術の取得が困難となり、管理者としての成長が難
しくなる。そのため、この方法は既に管理の術を身に着けており、管理者として自身
の管理スタイルを築いている課長クラスが課員と距離を近づけるために実施すること
が良いと考えられる。上記のような方法にてシニア人材の PIS を上げることが出来る
と考える。
最後に、日本が高齢社会に向かっていく中で、シニア人材の活用は今以上に求めら
れていくであろう。その中で、地位・役職に就くことが出来ないシニア人材は今以上
に増えてくる。そのようなシニア人材に対して、企業として如何に向かい合い活躍の
場を見出すことが出来るかが、企業・社会の競争力を決めることになる。
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Appendix
Appendix.1 相関係数
役職
人事権の
有無
役割
有無
自身の
権限知覚
キャリア
の一致度
役割
明確性
役職への
期待
Pearson の相関係数
有意確率 (両側)
Pearson の相関係数 .673**
有意確率 (両側) .000
Pearson の相関係数 .172** .089
有意確率 (両側) .002 .116
Pearson の相関係数 .364** .411** .241**
有意確率 (両側) .000 .000 .000
Pearson の相関係数 .267** .307** .167** .697**
有意確率 (両側) .000 .000 .003 .000
Pearson の相関係数 .168** .247** .225** .555** .512**
有意確率 (両側) .003 .000 .000 .000 .000
Pearson の相関係数 .438** .415** .290** .641** .568** .488**
有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000 .000 .000
Pearson の相関係数 .381** .344** .266** .683** .592** .533** .865**
有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000
自身の
権限知覚
役職
人事権の
有無
役割
有無
キャリアの
一致度
役割
明確性
役職への
期待
役割への
期待
